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 1  人権思想の成立と発達 

(1)人権思想 

  人は生まれながらに、自由・平等などの人としての権利をもつ              、という考え方。 

 

(2)イギリスの人権思想の発達 

 ①マグナ＝カル         タ（1215年） 

   イギリスで貴族や僧が議会を無視する国王ジョンに耐えかね、専制政治に抗議し、国王の権力を制限する文書

を提出。 

 ②権利章        典（1689 年） 

   名誉革       命（1688～89 年）のとき、国民の権利と自由を確認し、議会の  

権限を確立した。 

(3)人権思想の広まりを支えた思想家・・・絶対王政を批判し、基本的人権や民主政治について説

いた。 

 ①ロッ    ク・・・「市民政府二論」（1690 年）→イギリス 

    基本的人権と民主政治を説き、国民の権利を侵す政府はかえられると、名誉革命を理論的に正当化した。 

 ②モンテスキ    ュー・・・「法の精     神」（1748 年）→フランス 

    権力を立法  ・行  政・司  法に分ける三権分      立を説いた。 

 ③ルソ    ー・・・「社会     契約論」（1762 年）→フランス 

    人民主権による民主政治を説いた。 

(4)アメリカ独立     宣言（1776年）→ロックの思想の影響が強い 

  独立宣言で基本的人権や民主政治について説いた。➪1787 年、合衆国憲法が成立。➪

1789年ワシン    トンが初代大統領に就任した。 

  アメリカ独立宣言（一部） 

我々は次の真理を自明のものと認める。すべての人は平  等につくられていること。 

  彼らは、創造者によって、一定の譲れない権利をあたえられていること。それらのなかには生命、自由 

  および幸福の追求が数えられること。そして、これらの権利を確保するために、政府が設けられ、その 

  正当な権力は、人民の同意に基づくこと。この目的に有害な政府を変更または廃止して新しい政府 

  を設けることは人民の権利であること。 

 

(5)フランス人権   宣言（1789年） 

  人間の自由・平等、国民主権、権力分立などを明らかにした。 

 フランス人権宣言（一部） 

 第 1条 人は生まれながら、自  由で平  等な権利をもつ。社会的な区別は、 

ただ公共の利益に関係のある場合にしか、設けられてはならない。 

 第 3条 主権のみなもとは、もともと国 民のなかにある。どのような団体や個人であっても、 

  国民から出たものでない権力を使うことはできない。 

(6)社会権の確立 
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 ①背景・・・19 世紀に経済活動が活発になり、資本主義経済の発展とともに貧富の差が拡大したことが、社会権の確

立をうながした。 

 ②ワイマー     ル憲法（1919年）→ドイツ共和国憲法ともいう 

  男女の普通選   挙制、人間らしい生活を求める生   存権、労働者の団   結権などの社会 権

を世界で最  初に保障、確立した。 

(7)その他の人権思想 

 1948 年、世界人権  宣言（国連）・・・世界に向けての人権保障の基準を示した画期的な宣言。法的効力な

し。 

 1989年、児童の権    利条約（国連）・・・子供の生存と発達を権利として保障しようと国連で採択。 

 1966 年、国際人権  規約(国連)・・・世界人権宣言を条約化し、実施を各国に義務付けたもの。法的効力あ

り。 

 

 2 日本の人権思想の発達と大日本帝国憲法 

(1)自由    民権運動 

  明治初期、民主主義と人権を求めて、憲法制定と国会開設運動が展開された。 

(2)大日本   帝国憲法（188   9 年発布）・・・憲法は天皇が制定し国民に与えたものという形をとった 

（欽定
き ん て い

憲法
けんぽ う

    ） 

  ドイツ（プロイセン）憲法を手本とする。 

 →君主の権力が強            いから 

  ①天  皇が主権者 

   議会や政府は天皇を助ける機関。 

  ②国民の権利 

   天皇の恩恵によるもので、法律で制限されるものとされたので、政府を批判する活動や自由な言論は抑圧され

た。 

 →国民の権利は法  律の範囲   内で認められる。 

  ③選挙   権 

   一定の税   金を納めた 2   5 歳以上の男  子のみ。 

(3)大正デモ     クラシー 

  民主政治を求める運動がおこり、男子のみの普通選   挙制が成立した。 

  1925 年普通選    挙法、2  5 歳以上のすべて   の男子に選挙権 

→1946年満 20歳以上のすべての成人による 

 

 

 

 

 

 3 日本国憲法の成立と原則 
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(1)日本国憲法の成立 

 ①成立・・・194   5 年ポツダ    ム宣言に受諾して、日本は無条件降伏した。 

ポツダム宣言にもとづく民主国家建         設のため、 

連合国軍最高司令官総        司令部（GH     Q=General Headquarters）の原案

をもとに、草案が作成され、帝国議会で審議のうえ、可決された。 

 ②公布と施行 

  ・公布・・・194  6 年 1   月 3  日＜文化  の日＞ 

  ・施行・・・194  7 年 5  月 3 日＜憲法  記念日＞ 

(2)三大原則 

  ①国民  主権 ②基本的人   権の尊重 ③平    和主義  

を三大原則として、 

  基本的人権を「侵すことのできない永  久の権利」（憲法第 11 条） 

として保障している。 

(3)憲法の改正 

  憲法は「最高法    規」（第 98条）であり、改正には厳しい手続きが定められている。 

  →国会の各議  院で総議員の 3 分の  2 以上の賛成で発  議され、国民    投票で有効投票

の過半    数（全体の半分よりも多い数のこと）の賛成を得て成立し、天  皇が国民     の名

で公   布する。 

＜憲法改正の手続き＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（問）大日本帝国憲法と日本国憲法の主権の違いを、簡潔に書きなさい。 

 大日本帝国憲法では、主権が天皇であり、日本国憲法では、        主権が国民である。 

 

 

 4 国民主権と天皇制 

(1)国民主権 

 ①国民主権・・・国の政治のあり方を最終的に決める           のは国民であるということ。 

 ②参政権・・・国民主権は具体的には、国民の代表   者の選  挙と、選ばれた代表  者を通じて行 使

される。 

(2)天皇の地位と国事行為 

 ①天皇の地位・・・日本国および日本国民統合の象     徴 
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 ②国事行為・・・天皇は政治についての    決定権をもたず、憲法第 7条に定められている国事    行為

のみを内  閣の助  言と承  認によって行う。 

 ＜天皇国事行為＞ 

  ・内閣総理大臣・最高裁判所長官の任  命 

  ・憲法改正、法律や政令の公  布 

  ・国会の召集 

  ・国務大臣の認  証 

  ・衆議院の解散 

  ・総選挙の施行の公  示 

  ・各国大使の接受 

  ・栄典の授与  など 

 

 5 平和主義と自衛隊 

(1)憲法の規定 

 国際協調と平和主義を明記、戦争の放棄、戦力の不保持、交戦権の否認を規定。 

 ＜日本国憲法の前文（一部）＞ 

 日本国民は、恒久の平和を念願し、・・・・平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼して、われらの安全と生存を

保持しようと決意した。・・・・われらは、全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免かれ、平和のうちに生存する権

利を有することを確認する。 

 ＜第 9条＞ 

①日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、国権の発動たる戦    争と、武力に

よる威嚇又は武力の   行使は、国際紛争を解決する手段としては、永  久にこれを放  棄する。 

 ②前項の目的を達するため、陸海空   軍その他の戦   力は、これを保   持しない。 

国の交戦      権は、これを認めない。 

 

(2)自衛隊 

 朝鮮戦争を契機に設置された警察予備隊が保安隊に改組、1954年に自衛隊に発展した。 

 →政府は「自衛のための必要最   小限度の実力」であって、憲法で定める「戦力   」ではないとしている。 

(3)非核三原    則 

 核兵器を「持たず、つくらず、持ちこ        ませず」という原則。日本は核兵器の廃絶を世界に訴えてい

る。 

 










